災害支援の社会インパクト投資にみる戦略的フィランソロピーの新たなモデル（研究ノート） by 服部 篤子 et al.
21 世紀社会デザイン研究　2014　No.13
— 19 —
災害支援の社会インパクト投資にみる 
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1.　はじめに：災害支援の 3つの特徴
東日本大震災の被災地は、地域再生にむけた復興段階にある。NPOs・NGOs、公益
法人、一般法人など非営利セクターは、復旧から復興にかけて災害支援に取り組んで
きた。既に撤退した団体がある一方で地域内の人々や U ターンした人々による新たな
組織が誕生し、育っている。復旧活動資金の大半は、国内外からの寄付金と助成金に
よるものであった。例えば、内閣府（防災担当）が実施した調査によると （1）、災害ボ
ランティアセンターは平均 1,900 万円の活動資金を必要とし、大半を寄付金で調達し
た。災害支援団体の 6 割は、1 千万円規模で事業を展開し、その多くを寄付金から資
金調達した。
震災前より過疎化の課題を抱えていた沿岸部の多くは、復興とともに地域に新たな
価値を創造することを希望してきた。その大きな目標の達成にむけて、どのようにコ
ミュニティをデザインするのか、市民活動は継続的な活動をすることができるのか、
そして、そのための資金調達は可能なのかについても注目すべき課題である。
そこで、震災から 3 年半を経て、改めて資金循環について振り返り、今後に生かす
点を整理しておきたい。本稿では、資金提供者に着目し、寄付金や助成金、さらには、
社会投資がどのように行われたのかを考察する。そして、復興支援における社会的投
資の有効性と、今後の市民活動への展開可能性を探ることを目的とする。
まず、災害支援の取組の中で、以下 3 点に大きな特徴があったことに着目した。まず、
クラウドファンディングの利用に伴い支援金の提供手段と寄付先の選択肢が増えた。こ
れにより、個人寄付は活発化し、地域の資金循環に影響を及ぼしたのではないか。
次に、基金の設立が顕著であり、その創設や運用において、組織やセクターを超え
て連携した「協働型」が多く見られたことである。地元産業に一次産業が多かったこ
と、地方都市という環境の元でより効果的な支援を行うためには、現地の情報を持つ
ものと資金を調達できるものが有効に結びつく必要があったからではないだろうか。
3 つめは、企業は、現地の状況に応じて、一社で複数の手法で支援を行ったほか、本
業を生かす支援策を講じた企業、社会投資の手法を用いた企業、また、利害関係者へ
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の説明責任として災害支援活動レポートを株主に報告する企業など、迅速で多様な動
きがあった。これは、これまでの国内外の災害支援の経験が生きていることと、企業
にとって社会課題に対するかかわり方や災害支援の位置づけに変化が生じているから
ではないだろうか。
このような問題意識から、多様な資金源の中でも、個人寄付、基金、企業フィラン
ソロピーの視点から新たな潮流を整理することとする。
2.　災害支援金の新潮流
（1）寄付から社会投資へ個人寄付の広がり
まず、個人の寄付は、社会生活基本調査で傾向をみることができる（図 1）。世帯平
均の寄付額は、時系列でみると、バブル経済崩壊後は 3,000 円程度で推移する。阪神
淡路大震災が起こった 1995 年と 2011 年の大災害が生じた年度は突出しているが、他
の年度に変化はない。2011 年の 6,500 円から翌年 2012 年には 2,600 円と平準的な数値
に戻る。同様の統計から 2011 年を月次でみると、大震災が生じた 3 月と翌月の 4 月に
寄付が集中していたことがわかる（図 2）。さらに、日別の動向をみるために、日本財
団のウェッブサイトから支援金を託したデーターによると、発生後わずか数日にピー
クがあり、その後は漸減していく（図 3）。このように、個人の寄付行為が限定的であ
ることを伺わせる。
他方、震災直後からクラウドファンディングによる資金調達は注目を集め、一定期間、
継続的に寄付を集めることができた。その後、クラウドファンディングは、寄付を促す
プラットフォームが急増し、著名人の利用や NPO の積極的な活用により広がりをみせ
図 1　世帯別平均寄付額の推移（社会生活基本調査）
（総務省「社会生活基本調査」より筆者作成）　  　　　
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ている。資金の使途が明確であることと、支援先とコミュニケーションをとることがで
きる点で、個人の寄付を後押しするものである。クラウドファンディングは、米国のグ
ローバルギビングのような寄付型が多いが、少額を出資し、その配当は、経済的と社会
的リターンの双方を重視するファイナンスの手法で実施するものがある。通常、少額で
あるためマイクロファイナンスと呼ばれ、さらに、インターネットを用いてその資金調
達を広く行う手法は、米国 NPO のキヴァ（KIVA）から広く世界的に普及した。
図 2　社会生活基本調査 2011 年月別寄付額（円）
（総務省「社会生活基本調査」より筆者作成）　 　　　
図 3　日本財団ウェブサイトを通じた寄付金（復興支援金）の動向（2011 年 3 月・日別）
（日本財団提供）　 　　　
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このような社会投資型としては、日本では、ミュージックセキュリティーズ株式会
社が、発災直後から地元の企業再生支援を行ったマイクロ投資プラットフォーム「セ
キュリテ」 （2） において、地元企業を支援する目的で「被災地応援ファンド」を設定し
た。1 口 10,500 円と設定し、その内訳は、5,000 円の寄付に、5,000 円の出資金と 500
円の手数料とした。社会投資先が目標を達成した場合、成果物である商品、出資者限
定商品などを受け取ることができる、あるいは、イベントに参加することができるな
ど、投資家との関係を高める工夫をしている。
この手法が災害支援に与えた影響は資金提供者及び受益者双方にあった。1 つめは、
発災当初の緊急支援時に、喪失感の強かった被災地に強い応援メッセージを送ること
ができたこと、2 つめは、被災企業は、自ら発信する余力がない環境であったため、
クラウドファンディングを通じて事業者の状況を外部に伝えたことにより、他の寄付
や助成、融資など更なる資金を得ることを後押ししたこと、3 つめは、事業者にとっ
て、迅速な事業再開になり生活基盤を整備することにつながったこと、など有効性が
認められた。他方、社会投資を行う出資者にとっては、レポートやイベント参加、商
品等を受け取ることによって、目に見える再生を実感する。そして、個人と現地との
つながりの強化が期待され、継続的な関係をもつことが可能であった。
震災による大きな課題の 1 つに、労働人口の流出がある。地元企業の迅速な再生支
援がそれを食い止めることに貢献できる。社会投資手法は、地元企業の再生のために
他の資金の呼び水効果、つまりレバレッジを効かすことができる点と、消費者の立場
から継続的支援を促す点で、有効な戦略的フィランソロピーの 1 つであることを示し
ていた。
しかし、時間が経過すると寄付同様、支援目的で消費者に訴え続けることは容易で
はなく、通常の商品やサービスと競合する。また、この手法による東北支援の多くが
B to C の事業に用いられたが、B to B の事業にも有効となるか検討が必要であろう。
そのため、例えば、ミュージックセキュリティーズの場合は、大消費地である東京で
説明会などを開催し経営陣自らが経営状況と心意気を訴える場の提供が行われている。
社会投資手法は、どのようなコミュニケーションの取り方で消費者に訴え理解を促進
することができるのか社会投資家教育が課題となる。
（2）見直されるコミュニティ財団と災害支援
被災地応援ファンドのほかにも、NPO 法人、一般社団法人、公益財団法人などは、
預かった多額の寄付を基金として、復興に向けて継続的な資金提供ができるように取
り組んでいる。表 1 は、メディアで取り上げられた主な基金を抽出したものである。
まず、さなぶりファンドは、被災地の中間支援団体であるせんだい・みやぎ NPO セ
ンターが創設した「コミュニティ財団」である公益財団法人地域創造基金さなぶり （3）
によって運営されている基金である。コミュニティ財団とは、基本的な特徴として、
地域の人々によって調達された資金を地域の市民団体等に提供して地域の活力を高め
る財団である。市民活動に助成することで NPO 等の基盤強化を図ることができる。地
域の人々による理事会や地域の人々への定期的な報告を行うことを要件とし、地域の
人々を巻き込んでその地域をデザインしていくための役割をもつ。Sacks（2014）は、
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表 1　寄付金及び企業の出捐による主な民間復興支援基金
運営組織の
法人格
設立組織 ファンド名 基本財産（円） 資金提供者 基金の目的 設立年
共益財団
地域創造基金
さなぶり（母体：
特活 法人せん
だ い・みやぎ
NPO センター）
さなぶり
ファンド
12 億
（助成 542 事業）
2014 年
公益財団法人日
本国際交流セン
タ （ーJCIE）
参 加、支 援、協
働を行う人々に資
源の仲 介、東 北
に新しい日本 社
会の創造
2011/
Jun. 20
ジャパン・ソサ
エティ東日本大
震災復興基金
（ローズファン
ド）
6 億
ジャパンソサエ
ティ（英）
Grant for NPOs, 
NPOs capacit y 
building
2011/
Sep.
こども☆はぐく
みファンド
公 益 社 団 法 人
セーブ・ザ・チ
ルドレン・ジャパ
ン
被 災 地 の 子 ど
もの 成 長 支 援、
NPO 助成
2011/
Oct.
フクシマ  
ススム  
プロジェクト
2.5 億
サントリーホー
ルディングス（株）
セーブ・ザ・チ
ルドレン・ジャパ
ン
福島子ども支 援
NPO 助成、教育
支援等
2012/
July, 
25
一般財団
東北共益投資
基金
東北共益投資
基金
5 億
（1.24 億投資・
2013 年度まで）
C i v i c  F o r c e
（NGO）, 株 式
会社ファ スートリ
テイリングなど
地 場 産 業 再 生、
中小企業復興支
援
2011/
Nov.
株式会社
ミュージックセ
キュリティーズ
　株式会社
セキュリテ　
被 災 地 応 援
ファンド
11.39 億
（調達額 /2014 
11 月）
個人
（29,000 人）
災害復興のため
のマイクロファイナ
ンス
2011/
April
公益財団
三菱商事株式
会社
三菱商事復興
支援財団
60 億
（産業復興支
援 12～13 年度
/15.32 億）
三菱商事
株式会社
東日本大震災に
おいて被 災した
地域の復興
2012/
March
公益財団 日本財団
災害復興支援
特別基金
50 億 × 6 年＝
300 億
日本財団、
及び募金
今後の災害時の
ために
2014
NewDay 基金
3.4 億
（1.6 億支援済）
アート企業カイ
カイキキクリス
ティーズチャリ
ティオークション
（2011.11）
売上金
東北の自立と主体
を取り戻すための
新しい空間や場
の創造
2011/
Oct.
まつり
応援基金
11.68 億
（11 億助成
/2014 年 8 月）
公益財団法人日
本音楽財団から
寄付された楽器
「レディブラント」
売却金
伝 統 文化、祭り
の復興を通してコ
ミュニティの絆強
化
2011/
Jun.
株式会社
キリンホ ール
ディングス株式
会社
復興応援
キリン絆プ ロ
ジェクト
60 億
（プロジェクト全
体）
ファンドではな
く、2014 年度ま
で全額拠出
食産業の復興等
（絆プロジェクトの
1 事 業、 水 産 業
支援：パ トーナー
日本財団）
2011
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このような地域の人々をエンパワーメントするコミュニティ開発に加えて、コミュニ
ティ財団の重要な役割に災害時の地域再生をあげている。米国では、クリーブランド
財団がその概念を持った最初のコミュニティ財団とされ、2014 年に 100 年を迎えた。
新たに設立されたさなぶりファンドは、出捐団体の要望と地域のニーズにあわせて
複数の個別基金を持つ。例えば、英国ジャパンソサエティは、英国で集まった寄付金
を被災地の地元 NPO の基盤強化に使うために「ローズファンド」を設立した。「フク
シマススムプロジェクト」は、サントリーホールディングズとセーブザチルドレンと
いった企業と NGO が協働で福島県の子ども達の成長を支援する基金である。
さなぶりファンドが設立された背景には、せんだい・みやぎ NPO センターのこれ
までの実績がある。本センターは、2010 年度、2 億円の収入規模（2009 年度 1.6 億円）
であり、震災前より活発に地域との信頼関係を築いていた。さらに、地域の市民活動
を応援する基金 （4）を設立するなど、全国の NPO センターの中でも先駆的な活動を行っ
ていた中間支援団体の 1 つであった。
この 3 年半を経て、14 億円の資金を 621 団体に配分した（2014 年 9 月現在） （5）。一
般に、NPO への支援金は、助成審査が行われて配分されるが、地域の事情に詳しいコ
ミュニティ財団が資金配分の役割を担うことは意義がある。迅速な対応を可能とし、
また、資金提供後、顔の見える関係を維持することやより理解を深めて相互が地域開
発に取り組むことが期待される。復興支援にあっての中間支援組織の 1 つの在り方を
提示したこと、そして、地域の課題解決のために資金を集め、配分するコミュニティ
財団の必要性を改めて示したといえる。
3.　深化する企業フィランソロピー
大手企業の災害支援活動の動向は、日本経済団体連合会が 2011 年に実施した調
査 （6） と毎年実施する社会貢献実績調査の中から把握することができる。大手企業の災
害緊急支援金は総額 1,200 億円であった。内訳は、企業から提供された 900 億円と、
従業員や顧客による 300 億円からなる。本調査は支援活動を通じて導出した課題を挙
げている。それは、企業と NPO が協働作業を行う上で生じるものであった。
「多額の支援金を適時適切に NPO ／ NGO 等にマッチングする難しさ」、
「政府・地方自治体、製造・輸送・流通事業者、NPO ／ NGO を含めた、迅速かつ効
率的な救援物資の調達・配付に係る総合的な仕組み」、
「企業が独自にボランティアプログラムを企画・実施する場合の派遣先の選定、企業、
地方自治体、NPO ／ NGO 間の情報共有の仕組み」
また、復興期においては、環境が変わるため「支援継続」が重要だと回答する一方、
「企業自らの特性・強みを活かした分野や社会貢献活動の重点テーマに掲げる分野での
支援」を行うべきとしている。さらに、ニーズは、地域ごとに、そして、活動分野ご
とに異なり常に変化していく。その変化に対応するために以下のように NPO を支援す
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ることが必要だと回答した。
「自治体や NPO ／ NGO 等との連携」、
「地元経済の自立的な復興を促す支援活動に力点を移す必要」、
「地元に根差した NPO 等の育成」、
「NPO ／ NGO 等への寄付を通じた被災事業者等への支援」
今後の検討課題としては、
NPO ／ NGO 中間組織の機能強化、
企業・団体間における被災者・被災地支援活動に係る連携促進策、
経済界における支援活動に対する第三者からの評価の仕組み作り、
NPO ／ NGO の通常活動への寄付など平時から行っている社会貢献活動が低下しな
いような配慮
などが挙げられた。
2013 年に実施した 2012 年度社会貢献実績調査の事例調査は、大手 328 社の企業が
復興支援にあたって実施した 196 事例の回答があった。例えば、漁業の復興支援を行っ
たサントリーホールディングズやキリンホールディングスなど顧客との接点の高い企
業や食品関係の大手企業は特徴的な活動を行った。事例調査は、活動分野を大きく 7
つに分類して回答しているため、重点分野をみるため事業数をレーダーチャートに表
わした。図 4 の通り、コミュニティ支援が最も多く、雇用創出・産業再生、教育支援
の 3 つの活動がそれぞれ 3 割を超えており、主な企業の支援活動であったことがわか
る。そして、心のケアがこれに続く。対して、社会的弱者、NPO の中間支援組織への
支援や県外避難者への支援は、それぞれ 1 割前後と限られていた。2011 年の企業調査
から中間支援組織の強化を課題と挙げていたが、翌年実施した調査からみると、企業
自らが NPO の中間支援組織を積極的に支援しているわけではない。
そこで、復興支援の活動分野に焦点をあて、さらに、企業フィランソロピーの傾向
をみることにする。
図 4　企業の災害支援分野（2011 年度）：経団連による事例調査結果を用いて
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4.　求められる雇用創出支援のためのフィランソロピー
復興支援における日本企業フィランソロピーの重点分野は、コミュニティ支援が
最も多く、教育支援、心のケアと続く。他方、公益財団法人日本国際交流センター
（JCIE）は、東日本大震災に対する米国の寄付動向に関する情報を収集してきた。米国
法人の国際交流センター（2014）は、この 3 年間を通して実施した調査 （7） から、米国
民が東日本大震災の復興支援のために寄付した総額は 7 億 3,000 万ドルに達すると推
計する結果を発表した。本調査は、米国からの民間支援金の使途が半分以上は、緊急
支援ではなく、「地域コミュニティの再建、心のケア、NPO セクターの強化」など長
期的な復興支援に充てられ、NPO セクターの強化が重視されている。これは、「先進
国である日本の現状にあう最善の選択肢をとる」結果であるとしている。
次に、復興庁は 2011 年から毎年「復興支援活動を行う NPO 等が活用可能な政府の
財政支援」を発表しているため、公的な復興資金についても言及しておきたい。
政府は、2011 年 6 月 24 日に成立した東日本大震災復興基本法に復興庁設置を定め、
2012 年 2 月 10 日に復興庁を創設した。期間を 10 年間と定め、復興にむけた多様な施
策を立案実施する。各省庁の取り組みに沿って NPO 等が活用できる分野があるため、
分野は多岐にわたっているが、「人への投資、社会的弱者支援、協働による支援体制
などしくみづくり」の 3 点を重視している傾向が見受けられる（表 2）。企業調査にお
いて課題としていた「企業・団体間における被災者・被災地支援活動に係る連携促進」
や「中間支援組織の支援」につながり、ニーズに合致した政策項目であるといえる。
小規模な地方都市の多くは、若手労働人口の流出に伴う高齢化が深刻化している。
これは、NPO の担い手においても同様の課題である。先駆的な地域再生事例が全国的
に紹介されるものの、自らの地域に適用することは容易ではない。よって、官民の復
表 2　NPOが活用可能な政府の財政支援 予算（億円）（2014 = h 25 補正、h 26 予算）
2014 2013 2012 担当省庁
「新しい東北」先導モデル事業 14.8 9  ─ 復興庁
NPO 等の運営力強化を通じた復興支援事業 2.5 2.6  ─ 復興庁、内閣府
復興教育支援事業 0.5 0.95 復興庁、文科省
復興支援員（地域内外の人材） 特別交付税措置 総務省
地域福祉等推進特別支援事業 150 250 厚労省
地域人づくり事業（女性、若者無業者、 
シニアのエンパワーメント） 1,020  ─ 厚労省
被災地の社会的課題解決事業支援補助金 1.2 2 2 復興庁、経産省
多様な主体による地方部の地域づくり活動
支援体制構築事業 0.3  ─ 国交省
地域生物多様性保全活動支援事業 1.3 1.9 2.1 環境省
地域活性化に向けた協働取組の加速化事業 0.8 1  ─ 環境省
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興支援活動や施策によって地域に与える成果として、以下の点を期待したい。1 つに、
NPO の育成や組織基盤強化が図られること（キャパシティビルディング）、2 つに、限
られた地域の資産に多様なリソースが集まり従来の資源をより有効に高めることがで
きること（レバレッジを効かせる）、3 つに、多様な担い手とともに協働して復興に携
わるしくみをつくること（コラボレーションインパクト）そしてその価値を地域内で
共有すること（CSV）といった変化が生じることである。これら地域の成果を評価し
社会に伝えていくことも復興を促進することにつながるであろう。
長期にわたる復興に、企業側は、「企業自らの特性・強みを活かした分野や社会貢献
活動の重点テーマに掲げる分野での支援」が必要と回答している通り、継続して取り
組むためには、企業にとっての意義や社内外が納得する理由が必要となる。例えば、
工場があるエリアにおけるコミュニティ支援や、競合する他社ブランドが強い地域に
おいて顧客とのコミュニケーションを強化できる」など、本業との兼ね合いが高まる
ことで企業は支援活動を継続することができるかもしれない。そこで、被災地の産業
再生・雇用創出支援に取り組む三菱商事に着目した。
5.　企業と市民活動の連携
三菱商事は、2011 年 4 月はじめに、『早くやる、長くやる』方針を決め、100 億円規
模で 4 年間活動を継続することを決定した。具体的には、
・入学時期であり、学費が払えないことで進学をあきらめないように奨学金をだすこと、
・NPO 等活動を支援するために助成金を出すこと、
・従来、社員ボランティアが盛んであったこともあり、社員のボランティア派遣をす
ること、
であった。また、自治体向け義捐金を送るなどは、上記とは別に行われた。
復興支援本部は CSR 推進部におかれ、その部の中に復興支援チームを発足させた。
現地のニーズを聞きながら活動をする中で、地域に経済的効果が生じる支援活動を希
望する声が高まってきたことから、現地の事業者を支援するための基金の創設を検討
した。社内の通常業務にファンドを組成するチームがあり、彼らと連携することがで
きた。投融資は商社にとって本業であり、投資基準等は社内基準に基づいて行われる
必要がある。このような社会的な事業の場合はダブルスタンダードにすることも考え
られるが、投融資の目的が異なるため、本社とは別組織を作ることとし、2012 年 3 月、
三菱商事復興支援財団を設立した。三菱商事から財団法人に 60 億円を出捐し基金とし
た。定款には、財団の事業を「奨学金の貸与又は給付、団体に対する助成金の給付、
出資や助成金給付等を通じた被災した地域における事業者支援、その他前条目的を達
成するために必要な事業」とある。
2012 年 4 月、まず、地元の金融機関である気仙沼信用金庫（以下、信金）をパート
ナーとした。資金は、財団から直接事業者に送金し、信金を通すものではない。地元
のパートナーは経営上の情報を含む地域の情報をもつことから、出資の判断を迅速に
する手助けを期待した。結果として、投融資の手法は、助成金が多く配分されている
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環境下で、資金を借りてでも継続する意識をもった事業者が手を挙げることになり、
スクリーニング効果が働くことがわかった。
1 件目の案件であるキャピタルホテルは、4 月に信金から紹介され、MOU（覚書）
を締結したのは 8 月であった。資金提供によって株をもつのか、経営権をとるのか、
時間を費やし検討をすすめたためである。その結果、「匿名組合契約」を交わすことと
した。事業者は、これ以上有利子負債を抱えるわけにはいかない環境であったため、
事業者の借り入れが多く不適格となって貸し渋りがおきないように、また、地方企業
にとって大手企業との関係に不安を抱くことのないように配慮した結果である。
金融庁では、2011 年 11 月 22 日に「資本性借入金」を積極的に活用する文書を発表
した （8）。資本性借入金とは、貸付であるが、会計上借金ではなく、「預り金」となる。
返済期間が長いこと、利息が低いことなどの条件を満たす必要がある。
財団が行った社会投資は、資本性借入金に該当する。また、配当は、利益が出た場
合に受けとることができる。その配当金を全額地元自治体に寄付し資金が地域で循環
するしくみを構築した。資金を提供した後は、経営に口を出さず、情報を提供する。
サプライチェーンを活かす商社らしく、生産、加工、販売の各事業者をそれぞれ点で
支援する過程で「面展開」を支援することができた。しかし、東北という地域性から
みると全体的な売り上げや扱いのボリュームがないため、東京の市場を使う必要はあ
る。しかし、東京の市場は、既存ビジネスと同様の判断で取扱いがきまる。どのよう
に競争力のあるものにしていくかは、通常ビジネスと同じである。
現在 38 件の案件に、最長 10 年、15 億円を拠出した。長期にわたって関係をもつた
め、投融資の出資者も事業者もお互いが理解しあう関係を築くことになる。この関係性
をより効果的に保つために、気仙沼市に現地事務所を開設した。エリアや復興段階ごと
に変化する現地のニーズに迅速に対応し、現地を理解することができる。地元にとって
も、大手商社が継続的に地域に関わることを確信し信頼関係を築くことにつながった。
この手法は、社会インパクト投資と呼ばれるもので、経済的なインパクトだけでは
なく社会課題解決に影響力の高い投資方法である。災害復興にこの手法を生かすこと
ができた要因はいくつかある。本財団が、NPO の助成と事業者の再生投融資の両方の
活動を行っていたことで、地域のニーズや情報を効果的にえることができた。また、
地域の課題を把握した際に、その解決策として非営利でやることか、営利の業態でや
ることが効果的であるかを検討することができたという。さらに、継続的に従業員の
ボランティア活動を行ってきたため、彼らからのフィードバックによって、的確な情
報を入手する効果があったという。多様な角度から包括的に地域と接し判断すること
によって、波及効果の高い復興支援を可能としたのではないだろうか。
6.　新たなフィランソロピーのモデルへ
米国のフィランソロピー研究は、フィランソロピーの社会的役割が社会課題解決の
触媒にあることを明らかにしている。今回、災害復興に多様なフィランソロピーの手
法が用いられた中で、NPO の中間支援団体が推進したコミュニティ財団、社会インパ
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クト投資を行う企業財団の動向に注目してきた。これらの動向は、戦略的フィランソ
ロピーの新たなモデルであり、災害復興にとどまらず、地域再生に有効ではないか、
という仮説を導くことができた。
近年、企業が新たな企業財団を積極的に設立する動きはなかったが、改めて、この
ような企業財団の活動が母体企業にとっても意義があることがわかった。三菱商事復
興支援財団の場合は、大きく 2 つあった、という。
1 つめは、復興庁など政府から出される資金の、例えば緊急雇用に使われる賃金は、
各事業者の再生事業で支払う給料よりも高くなるケースが少なくない。短期的には賃
金の高い仕事である建設関連の現場に人が流れる。したがって、大手商社のフィラン
ソロピー活動として地元企業の再生初期に必要なリスクマネーを提供することに大き
な意義があった。
2 つめは、三菱商事の経営哲学である「三綱領」の言葉の意味を体感することがで
き、困難時に何をすべきか、従業員の理解促進につながったという。また、現地でボ
ランティアをしてきた社員たちは、三菱商事のグループ会社や部署を横断してチーム
を組んだため、その波及効果は当人だけではなく社内に広がった。震災復興にあたっ
て、大手企業にとって大きく影響を与えたステークホルダーは、社員であったと分析
しているほどである。
企業財団の地元事業者再生支援は、多様な利害関係者を巻き込み、かつ、進めてい
くことのできる協働型である。図 5 の通り、これまでの助成型と異なり、協働型イン
パクト投資が地域にどのような変化を起こしていくのか、引き続き検証を必要として
いるが、本考察を通じて、戦略的フィランソロピーの新たなモデルを見出すことがで
きたといえる。
■註
（1） 内閣府「東日本大震災に係る災害ボランティア活動の実態調査」（平成 24 年）  
http://www.bousai.go.jp/kyoiku/volunteer/pdf/120625jittaichousa.pdf
（2） https://www.musicsecurities.com/blog/pdf/c2571852650f86d2e33f4c96f0a3e53f.pdf/
（3） 2014 年 7 月 1 日、公益財団法人として認定
（4） 2010 年度 2 千万円規模
（5） http://www.sanaburifund.org/
（6） http://www.keidanren.or.jp/policy/2012/011.html
図 5　資金提供の協働パターン
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（7） 調査対象は、およそ 1,200 の NPO、企業、そして、募金のためのキャンペーン  
http://www.jcie.org/researchpdfs/311/JCIE_USGivingReport4J.pdf
（8） http://www.fsa.go.jp/news/23/ginkou/20111122-4.html
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